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(1) 年別防火思想の普及活動件数

年別
 区分

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

消 防 訓 練 900 989 1,095 1,166 144

巡 回 広 報 1,376 1,801 1,480 1,334 1,657

腹 話 術 ・ 紙 芝 居 22 26 23 22 4

庁 舎 見 学 72 71 77 90 15

自 衛 消 防 操 法 指 導 25 30 29 32 中止

消 防 広 場 5 7 4 3 中止

火 災 予 防 絵 画 展 1 1 1 1 1

動画共有サイト広報(腹話術) 6話

１　火災予防

防火思想の普及宣伝として、紙芝居・腹話術による幼稚園、保育園への訪問

や事業所、自治会防災訓練における防火映画の上映又火災予防運動に伴う各種

イベント等の開催について、マスコミを通じてPRを行い、市民の防火思想普及

高揚を図り、災害の未然防止と発災時の被害を最小限度に防止するため積極的

に広報活動を行っている。

令和２年は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、市民と接する火災

予防広報を取りやめ、新たに動画共有サイト を活用し腹話術による広報を開

始した。



(2) 音楽隊の広報活動

消防音楽隊は、昭和２７年に結成されて以来、消防の諸行事をはじめ公共団体等の開催する催物に出演し

令和３年で発足６９周年を迎える。

演奏活動を通じて広く市民に接し、消防に対する認識を深めるとともに、消防広報活動に努めている。

また隊員は、これらの目標達成のため、勤務のかたわら演奏技術の向上をめざして練習に励んでいる。

令和２年中は新型コロナ感染拡大防止の観点から、３月以降の出演を中止した。

ア 音楽隊のあゆみ

昭和２７．５．１３　消防職団員１０名をもって消防音楽隊を組織する。

昭和２８．５．　６　音楽隊員を消防職員１０名にて再編成する。

昭和３２．４．２２　市費より育成助成金の交付を受ける。

昭和３６．５．２４　音楽隊経費一切を市費をもって充当することとなる。

昭和５８．４．　１　音楽隊に女性消防官が入隊する。

平成１５．２．　９　消防音楽隊発足５０周年記念演奏会を開催する。

平成２５．２．１６　消防音楽隊発足６０周年記念演奏会を開催する。

平成２９．５．１３　消防音楽隊発足６５周年記念演奏会を開催する。
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 １ 月 3 1 5 6 1,810

 ２ 月 3 5 5 550

 ３ 月 4

 ４ 月

 ５ 月

 ６ 月

 ７ 月

 ８ 月

 ９ 月

１０月

１１月 4

１２月 2

計 16 1 10 11 2,360

ウ 年別出演状況

年別 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 計 過去５年平均

出演回数 49 42 42 43 11 187 37

イ 活動状況

月

別

出 演 （ パ レ ー ド 含 む ）
練

習

回

数

令和２年

備考

消防出初式、健康の広場リニューアル式、
火災予防幼児教育4

火災予防幼児教育5



(3)　消防法に定める建築同意

　　ア　月別建築同意件数　

　  月別
区分

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 計

新 築 40 49 49 26 29 58 44 44 40 47 38 32 496

増 築 1 1 1 1 1 2 2 9

改 築

移 転

修 繕 1 1

模様替

用途変更 1 1 2

その他 0

計 40 51 50 26 30 59 46 44 40 49 38 35 508

　　イ　年別建築同意件数（過去５年）
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1

2,957,081
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1,357

平成 30年 令和元年 計令 和 2 年

258,432

7

585

706,675

2,729496548

4,248

792,106

9

2,902,320

59

24,4624,584

平成 29年

542

474,861

7,642 7,341

         年別
 区分

平成28年

485,707

9

3,204

移 転

用途変更

その他

修 繕

計

模様替

新 築

増 築

改 築
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ウ 年別・業態別建築同意件数（過去５年）

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和 2年 計

劇場・映画館・演芸場・観覧場 1 1

公会堂・集会場 4 3 2 2 3 14
キャバレー・カフェ－・ナイトクラブの類

遊技場・ダンスホール 1 1 2

性風俗関連特殊営業店の類

カラオケボックス等

待合・料理店の類

飲食店 6 2 3 6 1 18

百貨店・ﾏｰｹｯﾄ・物品販売業店舗 16 4 5 10 8 43

旅館・ホテル・宿泊所 1 1 2

寄宿舎・下宿・共同住宅 153 193 198 154 175 873

(1) 特定診療科名を有する病院 2 2

(2)
特定診療科名を有し、かつ入院施設を有す
る診療所

(3)
(1)及び(2)以外の病院、診療所または入所
施設を有する助産所 2 2

(4)
入院施設を有しない診療所及び入所施設を
有しない助産所 2 2 4 3 11

(1)
老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別
養護老人ホーム等 7 2 3 7 4 23

(2) 救護施設

(3) 乳児院

(4) 障害児入所施設

(5) 障害者支援施設等 3 4 1 8

(1)
老人デイサービスセンター、
老人介護支援センター等 18 2 1 21

(2) 更生施設

(3)
助産施設、保育所、児童養護施設、児童自
立支援施設等 30 24 27 17 98

(4) 児童発達支援センター等

(5)
身体障害者福祉センター、
地域活動支援センター等 1 3 4 8

幼稚園・特別支援学校 5 2 1 2 10
小学校・中学校・高等学校・
大学・各種学校の類 2 2 3 3 6 16

図書館・博物館・美術館の類 1 1 2
蒸気浴場・熱気浴場・
その他これらに類するもの

上記イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場

車両の停車場・船舶又は航空機の発着場 5 6 3 1 1 16
神社・寺院・教会の類 5 1 1 1 8

工場・作業場 4 5 6 8 1 24
映画スタジオ・テレビスタジオ

自動車車庫・駐車場 3 2 2 4 4 15

飛行機又は回転翼航空機の格納庫

倉庫 12 11 26 22 14 85

前各項に該当しない事業場 67 118 76 61 81 403
特定防火対象物が存する
複合用途防火対象物 31 29 38 24 19 141

上記イ以外の複合用途防火対象物 8 13 10 13 9 53

地下街

重要文化財・重要有形民俗文化財・史跡等の建造物

104 109 106 130 92 541

90 87 81 81 56 395

542 627 595 563 508 2,835
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(4)　消防法に定める防火対象物数及び防火管理届出状況

令 和
元 年

令 和
2 年

令 和
元 年

令 和
2 年

劇場・映画館・演芸場・観覧場 2 2 2 2 2 100.0 2 100.0

公会堂・集会場 74 75 64 67 58 86.6 59 88.1
キャバレー・カフェ－・ナイト
クラブの類

遊技場・ダンスホール 14 13 11 10 10 100.0 10 100.0

性風俗関連特殊営業店の類 1 1 1 1

カラオケボックス等 4 4 3 3 3 100.0 3 100.0

待合・料理店の類

飲食店 347 336 104 112 62 55.4 59 52.7

4
百貨店・マーケット・物品販売
業店舗 229 218 157 161 117 72.7 115 71.4

旅館・ホテル・宿泊所の類 17 19 11 13 13 100.0 13 100.0

寄宿舎・下宿・共同住宅 7,583 7,436 943 954 726 76.1 683 71.6

(1) 特定診療科名を有する病院 5 5 2 2 2 100.0 2 100.0

(2)
特定診療科名を有し、かつ入院
施設を有する診療所 1 1 1 1 1 100.0 1 100.0

(3)
(1)及び(2)以外の病院、診療所または入所
施設を有する助産所 35 35 14 14 14 100.0 14 100.0

(4)
入院施設を有しない診療所及び
入所施設を有しない助産所 54 54 14 16 15 93.8 14 87.5

(1)
老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別
養護老人ホーム等 83 84 81 83 78 94.0 78 94.0

(2) 救護施設

(3) 乳児院

(4) 障害児入所施設 1 1 1 1 1 100.0 1 100.0

(5) 障害者支援施設等 10 12 5 6 2 33.3 2 33.3

(1)
老人デイサービスセンター、老
人介護支援センター等 35 32 19 18 15 83.3 15 83.3

(2) 更生施設

(3)
助産施設、保育所、児童養護施
設、児童自立支援施設等 119 123 97 111 96 86.5 96 86.5

(4) 児童発達支援センター等 5 5 1 1 1 100.0 1 100.0

(5)
身体障害者福祉センター、地域
活動支援センター等 45 58 6 7 6 85.7 6 85.7

幼稚園・特別支援学校 63 63 43 43 42 97.7 42 97.7

7
小学校・中学校・高等学校・大
学・各種学校の類 252 257 73 73 70 95.9 70 95.9

8 図書館・博物館・美術館の類 7 7 5 5 5 100.0 5 100.0

蒸気浴場・熱気浴場・その他こ
れらに類するもの

上記イに掲げる公衆浴場以外の
公衆浴場 15 13 10 8 7 87.5 7 87.5

10
車両の停車場・船舶又は航空機
の発着場 9 8

11 神社・寺院・教会の類 74 73 39 40 34 85.0 29 72.5

工場・作業場 356 356 64 63 56 88.9 53 84.1

映画スタジオ・テレビスタジオ 1 1

自動車車庫・駐車場 89 82 2 2 2 100.0 2 100.0
飛行機又は回転翼航空機の格納
庫 1 1

14 倉庫 390 396 71 73 59 80.8 56 76.7

15 前各項に該当しない事業場 585 574 127 131 101 77.1 94 71.8
特定防火対象物が存する複合用
途防火対象物 1,281 1,249 849 876 692 79.0 665 75.9

上記イ以外の複合用途防火対象
物 629 627 159 161 127 78.9 105 65.2

地下街

重要文化財・重要有形民俗文化
財・史跡等の建造物 4 4

12,420 12,225 2,979 3,058 2,417 79.0 2,302 75.3計
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(5)　業態別・地階・中高層防火対象物数

16 21 31 41

～ ～ ～ ～

20
階

30
階

40
階

50
階

劇場・映画館・演芸場・観覧場 1 1 2

公会堂・集会場 1 3 4 9 4 2 15

ｷｬﾊﾞﾚｰ・ｶﾌｪ-・ﾅｲﾄｸﾗﾌﾞの類

遊技場・ダンスホール 1 1 3 3

性風俗関連特殊営業店の類

カラオケボックス等 1 1 1 1 2

待合・料理店の類

飲食店 4 4 21 4 1 26

百貨店・ﾏｰｹｯﾄ・物品販売業店舗 3 3 18 2 20

旅館・ホテル・宿泊所 5 5 4 2 3 1 2 1 1 1 1 16

寄宿舎・下宿・共同住宅 2 163 165 2,257 772 377 206 184 85 44 44 37 15 14 30 9 4 1 4,079

(1) 特定診療科名を有する病院 2 1 1 1 5

(2)
特定診療科名を有し、かつ入院
施設を有する診療所

1 1

(3)
(1)及び(2)以外の病院、診療所また
は入所施設を有する助産所 5 5 9 4 2 1 1 17

(4)
入院施設を有しない診療所及び入所
施設を有しない助産所 1 1 14 5 1 20

(1)
老人短期入所施設、養護老人ホー
ム、特別養護老人ホーム等 1 1 34 8 3 1 46

(2) 救護施設

(3) 乳児院

(4) 障害児入所施設 1 1

(5) 障害者支援施設等

(1)
老人デイサービスセンター、
老人介護支援センター等 1 1 6 3 2 11

(2) 更生施設

(3)
助産施設、保育所、児童養護施設、
児童自立支援施設等 2 2 15 4 19

(4) 児童発達支援センター等 1 1 2

(5)
身体障害者福祉センター、
地域活動支援センター等

2 2 8 8

幼稚園・特別支援学校 5 5 10 2 1 13

小学校・中学校・高等学校・
大学・各種学校の類

3 16 19 47 57 17 1 2 1 1 1 127

図書館・博物館・美術館の類 2 2 2 2

蒸気浴場・熱気浴場・
その他これらに類するもの
上記イに掲げる公衆浴場以
外の公衆浴場
車両の停車場・船舶又は航空機
の発着場

1 1 1 1

神社・寺院・教会の類 10 10 5 1 1 7

工場・作業場 3 3 41 13 3 2 59

映画スタジオ・テレビスタジオ 1 1

自動車車庫・駐車場 2 2 4 2 6

飛行機又は回転翼航空機の格納庫

倉庫 1 1 37 33 15 14 1 7 107

前各項に該当しない事業場 2 3 6 51 62 132 40 24 13 7 1 1 218

特定防火対象物が存する
複合用途防火対象物

1 4 14 100 119 369 222 153 78 56 23 11 21 2 3 4 5 2 3 1 953

上記イ以外の複合用途
防火対象物

35 35 248 118 72 36 31 13 3 3 4 1 2 531

地下街

重要文化財・重要有形民俗
文化財・史跡等の建造物

1 1

3 7 26 418 454 3,299 1,300 682 351 285 132 61 69 43 20 20 36 9 5 3 3 1 6,319
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(6)　年度別・業態別立入検査等件数（過去５年）

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 計

イ 劇場・映画館・演芸場・観覧場 3 2 2 2 9

ロ 公会堂・集会場 94 67 68 70 299

イ
キャバレー・カフェ－・ナイトク
ラブの類

ロ 遊技場・ダンスホール 14 11 14 14 53

ハ 性風俗関連特殊営業店の類 1 1 1 1 4

ニ カラオケボックス等 3 3 4 5 15

イ 待合・料理店の類

ロ 飲食店 61 70 74 83 288

4
百貨店・マーケット・物品販売業
店舗 105 139 110 138 492

イ 旅館・ホテル・宿泊所の類 12 15 17 13 57

ロ 寄宿舎・下宿・共同住宅 890 1,098 1,006 705 591 4,290

イ 病院・診療所・助産所 84 61 69 62 276

ロ 自力困難者入所福祉施設等 79 82 82 89 332

ハ
６項ロ以外の老人福祉施設・
児童養護施設等 83 82 85 120 370

ニ 幼稚園・特別支援学校 17 80 24 60 181

7
小学校・中学校・高等学校・大
学・各種学校の類 18 121 23 23 185

8 図書館・博物館・美術館の類 3 1 3 7

イ
蒸気浴場・熱気浴場・その他これ
らに類するもの 1 1

ロ
上記イに掲げる公衆浴場以外の公
衆浴場 1 3 4

10
車両の停車場・船舶又は航空機の
発着場 5 2 2 9

11 神社・寺院・教会の類 20 31 25 63 139

イ 工場・作業場 90 49 83 100 322

ロ 映画スタジオ・テレビスタジオ 1 1

イ 自動車車庫・駐車場 16 25 24 33 98

ロ 飛行機又は回転翼航空機の格納庫 1 2 1 4

14 倉庫 86 34 90 118 328

15 前各項に該当しない事業場 76 94 97 171 438

イ
特定防火対象物が存する複合用途
防火対象物 727 817 800 834 3,178

ロ 上記イ以外の複合用途防火対象物 67 230 110 137 544

地下街

17
重要文化財・重要有形民俗文化
財・史跡等の建造物 4 4 4 12

840 935 955 1,031 109 3,870

5 5 5 5 20

1,702 1,830 1,903 5,435

5,099 5,887 5,677 3,878 695 21,236

※住宅防火訪問は、令和元年度から実施していない。

危 険 物 製 造 所 等

9

12

　　　　　　　　　　　年度別
防火対象物の別

1

3

2

5

6

※石油コンビナート特定事業所欄の数値は、事業所数であり、立入検査数は危険物製造所等に含まれているため、計上しない。

13

16

計

少 量 危 険 物

液 化 石 油 ガ ス 販 売 事 業 所 等

※ 石 油 コ ン ビ ナ ー ト 特 定 事 業 所

※ 住 宅 防 火 訪 問

指 定 可 燃 物

 16-2



(7)　危険物規制対象

　ア　年別危険物製造所等の数（過去5年）

製 造 所

屋 内 貯 蔵 所

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所

準特定屋外タンク貯蔵所

特定屋外タンク貯蔵所

屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所

地 下 タ ン ク 貯 蔵 所

簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所

屋 外 貯 蔵 所

給 油 取 扱 所

第 １ 種 販 売 取 扱 所

第 ２ 種 販 売 取 扱 所

移 送 取 扱 所

一 般 取 扱 所

　イ　危険物施設の許可完成検査等の数

設置 設置

製 造 所 0 0 0
屋 内 貯 蔵 所 3 3 5
屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所 1 1 1
準特定屋外タンク貯蔵所 0 0 0
特定屋外タンク貯蔵所 0 0 0
屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所 0 0 0
地 下 タ ン ク 貯 蔵 所 2 2 3
簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所 0 0 0

屋 外 貯 蔵 所 0 0 0
給 油 取 扱 所 1 1 2
第 １ 種 販 売 取 扱 所 0 0 0
第 ２ 種 販 売 取 扱 所 0 0 0
移 送 取 扱 所 0 0 0

一 般 取 扱 所 2 1 1

計 35 92 (11) 34 100 (11) 23

※（　）の数字は「市外より常置場所変更」を表す。

0

5 2

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所 11

13

屋外タンク 地下タンク
5 2

　　　　　　　区　分
製造所等の別

許可 完成検査
廃止

タ  ン  ク
水張検査

タ  ン  ク
水圧検査変更 変更

2

112

1,159 1,160 1,126 1,137

115 116 112

102

1,165

2 2 2

115

1 1

112 112 102

13

310319

85 84 79

8

101

200

令和2年

7

102

8

103

207

7 8

203

102

令和元年

200

平成30年平成29年

104

2

　　　　　　　年 別
製造所等の別

1

平成28年

13

90

325

210

87

20

321

89 89 91

111

324

87

20

12

78

12

87

13

12

26

計

20

87

20

87

20

85

88

23 24

12 12
13

(11) (11)
4 4

17

1 1

0 0

13

12

0 0
2 2

0
0 0
0 0

2 2
6

26
17



　ウ　管轄町名別危険物製造所等の数

製

造

所

屋

内

貯

蔵

所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋

外

貯

蔵

所

給

油

取

扱

所

第
一
種
販
売
取
扱
所

第
二
種
販
売
取
扱
所

移

送

取

扱

所

一

般

取

扱

所

計

鬼 越

鬼 高 1 1 1 4 4 2 1 14

高 石 神 1 1 2

稲 荷 木 2 5 1 2 10

東大和田 2 6 1 1 2 12

東 菅 野 2 1 1 4

南 八 幡 1 2 1 1 2 1 1 9

八 幡 1 2 1 1 5

北 方 1 1

中 山

北 方 町 1 1 2

本 北 方

若 宮

上 妙 典 1 1 58 16 1 8 85

高 谷 2 1 7 2 9 1 22

高谷新町 3 20 20 1 2 1 7 4 18 76

田 尻 1 12 2 1 2 4 22

原 木 4 4 55 14 4 81

東 浜 1 1 2 4

二 俣 3 1 2 3 8 1 18

二俣新町 10 77 5 3 3 13 111

7 60 165 4 28 73 33 49 59 478

市 川 1 1 1 3

市 川 南 1 1

新 田

菅 野 4 1 4 9

須 和 田

平 田 1 1

真 間 1 1

国 府 台 1 1 3 3 8

堀 之 内

北 国 分

国 分 1 1

中 国 分 1 1 2

大 洲 1 1 1 3

大 和 田 1 2 1 2 6

2 2 2 11 5 13 35

(令和2年)

小　　計

　　　　製造所
　　　　等の別

管
轄　 町　名

東
　
　
　
消
　
　
　
防
　
　
　
署

西
　
　
消
　
　
防
　
　
署

小　　計



製

造

所

屋

内

貯

蔵

所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋

外

貯

蔵

所

給

油

取

扱

所

第
一
種
販
売
取
扱
所

第
二
種
販
売
取
扱
所

移

送

取

扱

所

一

般

取

扱

所

計

相 之 川 2 1 3

新 井 1 2 3

入 船

　押 切 2 1 3

欠 真 間

香 取 1 1

行徳駅前 1 1 1 3

幸

塩 浜 10 2 2 1 2 6 2 25

島 尻 1 1

末 広 1 1 2

宝

千 鳥 町 8 2 1 2 62 2 6 83

新 浜 1 1 1 3

日 之 出

広 尾 3 47 2 4 1 6 63

福 栄 1 1 55 3 1 61

湊

湊 新 田

南 行 徳 1 1

伊 勢 宿

加藤新田 1 1 2

河 原

塩 焼 1 1

下 新 宿 1 1

下 妙 典

関 ヶ 島

高 浜 町 3 66 2 10 81

富 浜 1 1

本 行 徳 1 5 25 4 126 59 8 1 7 236

本 塩 1 1 2

妙 典 2 2 1 5

1 32 140 6 21 246 67 30 2 36 581

稲 越 1 1

大 野 町 1 14 1 1 1 18

大 町 4 1 1 6

柏 井 町 2 1 3 3 2 11

下 貝 塚

曽 谷 2 2 1 5

東 国 分

奉 免 町 1 1

南 大 野 1 1

宮 久 保

7 18 6 2 6 4 43

8 101 307 12 78 325 102 90 2 112 1137

(令和2年)

小　　計

合　　計

　　　　製造所
　　　　等の別

管
轄　 町　名

小　　計

北
　
消
　
防
　
署

南
　
　
　
消
　
　
　
防
　
　
　
署



(8)　石油コンビナート

ア　本市の特別防災区域内における特定事業所の概要

5

1第２種事業所・・・・

これらを合計した数値が１以上となる事業所。

石油コンビナート等特別防災区域に所在する事業所であって、石油(消防法別表第１に

掲げる第１石油類～第４石油類、以下同じ)の貯蔵・取扱量を１０,０００ｋℓで除して得た数値

若しくは高圧ガスの処理量を２００万㎥で除して得た数値が１以上又はこれらを合計

した数値が１以上となる事業所。

第１種事業所以外で石油の貯蔵・取扱量を１，０００ｋℓで除して得た数値若しくは石油以外

の危険物や高圧ガス及び毒物劇物等を貯蔵し、取扱い又は処理する数量を石油コンビナ

ート等災害防止法施行令第３条第１項で定める各数量で除して得た数値が１以上又は

千葉県の特別防災区域は、東京湾の沿岸部に、京葉臨海北部地区、京葉臨海中部地区及び京葉臨海

南部地区の３地区が指定されている。

　市川市は京葉臨海北部地区に位置し、その面積は２．０４ｋ㎡であり、６の特定事業所（第１種事業所

５・第２種事業所１）で形成される油槽所主体の地区である。

第１種事業所・・・・



第 １ 種
事 業 所

第 ２ 種
事 業 所

合 計

イ　特定事業所における石油等の貯蔵・取扱量

令和2年

　　 種別

 区分

石　　　　油
石油以外の

第４類危険物
第４類以外の

危険物
高　圧　ガ　ス

貯蔵量
（ＫＬ）

取扱量
（ＫＬ）

218,177 31,962 6,224 2,808 10

4,664 0 1 37

貯蔵量
（ＫＬ）

取扱量
（ＫＬ）

貯蔵量
（ＫＬ）

取扱量
（ＫＬ）

処理量
（Ｎ㎥）

222,841 32,620 6,903 3,049 10 1 6,322,497 31,612.5

658

石油換算(ＫＬ)
Ｎ㎥／200

6,322,460 31,612.3

0.2

0

679 241



82 95 97 92 71 87.4

建 物 45 57 66 58 51 55.4

林 野

車 両 11 10 4 6 8 7.8

船 舶

航 空 機

そ の 他 26 28 27 28 12 24.2

49 72 88 59 61 65.8

全 焼 3 6 13 3 2 5.4

半 焼 5 6 6 3 4 4.8

部 分 焼 10 20 15 10 12 13.4

ぼ や 31 40 54 43 43 42.2

876 1,498 1,420 937 475 1,041.2

41 450 132 93 68 156.8

2 5 4      0      0 2.2

17 32 36 17 15 23.4

41 54 52 39 48 46.8

全 損 5 12 10 8 7 8.4

半 損 3 3 6 4 3 3.8

小 損 33 39 36 27 38 34.6

91 109 118 91 116 105.0

322,449 147,217 140,973 111,667 35,106 151,482.4

建 物 113,865 142,201 138,442 110,544 34,074 107,825.2

車 両 2,558 4,319 1,172 1,108 613 1,954.0

船 舶

そ の 他 206,026 697 1,359 15 419 41,703.2

負 傷 者

平成２９年

（２） 年別火災発生状況

り 災 人 員

　　　　　　　　　　　年別
　　区分

損 害 額

り 災 世 帯 数

焼 損 表 面 積

単位　　金額(千円）　面積(㎡）

平成３０年

２　　火　災　統　計

（１） 火災の実態と傾向

死 者

焼 損 棟 数

火 災 件 数

令和２年 平 均令和元年平成２８年

焼 損 床 面 積

　なお、火災件数が８０件を下回るのは昭和３１年以来のことである。

令和２年中の火災件数は、前年に比べて21件少ない71件の火災が発生した。また、
火災種別では、建物火災が全火災の71.8％を占め、その他の火災（16.9％）、車両火災
（11.3％）の順となっている。火災による死者はおらず、負傷者は２人減少している。
　出火原因は、こんろによる火災が11件で全火災の15.5％を占めて原因の１位となった。
次いで、電気配線や電気器具の火災が10件、放火（疑い含む）が９件となっている。
　火災は全国的に減少傾向にあり、市川市では５年連続して100件を下回っている。



（３）　年別・防火対象物用途別火災件数

平成 平成 平成 令和 令和

２８
年

２９
年

３０
年

元年 ２年

イ

ロ

イ

ロ

ハ

ニ

イ

ロ 1 2 1 4

4 1 1 2

イ

ロ 13 20 19 19 20 91

イ

ロ 1 1

ハ 1 1

ニ

7 1 1

8

イ

ロ 1 1

10 1 3 4

11

イ 2 2 4 3 3 14

ロ

イ 1 1

ロ

14 1 2 3 5 2 13

15 2 3 1 1 1 8

イ 9 6 11 8 6 40

ロ 3 3 5 2 13

17

13 15 17 13 14 72

1 3 4

5 2 7

45 57 66 58 51 277

重要文化財

合計
　　　　　　　　　　　　　　　　    年別
　防火対象物用途別

前各項に該当しない事業場

16
特定防火対象物が存する複合用途防火対象物

上記イ以外の複合用途防火対象物

13
自動車車庫・駐車場

1

専 用 住 宅

併 用 住 宅

12
工場・作業場

寄宿舎・下宿・共同住宅

9
蒸気浴場・熱気浴場の類

上記イ以外の公衆浴場

６項ロ以外の老人福祉施設・児童養護施設等

5

劇場・映画館・演芸場・観覧場

公会堂・集会場

飲食店

性風俗関連特殊営業店の類

3

遊技場・ダンスホール
2

キャバレー・カフェ－・ナイトクラブの類

そ の 他 の 建 物

カラオケボックス等

地下街

待合・料理店の類

幼稚園・特別支援学校

小学校・中学校・高等学校・大学の類

図書館・博物館・美術館の類

百貨店・マーケット・物品販売業店舗

旅館・ホテル・宿泊所の類

１６‐２

6

病院・診療所・助産所

自力困難者入所福祉施設等

合 計

飛行機・回転翼航空機の格納庫

映画スタジオ・テレビスタジオ

倉庫

車両の停車場・船舶又は航空機の発着場

神社・寺院・教会の類



（４）　年別・原因別火災件数

平成 平成 平成 令和 令和

２８年 ２９年 ３０年 元年 ２年

た ば こ 12 16 12 19 8 67

こ ん ろ 8 5 18 12 11 54

かまど・風呂かまど 1 1 2

炉 ・ 焼 却 炉 1 1

ス ト ー ブ 1 3 3 1 5 13

こ た つ 0

ボ イ ラ ー 0

煙 突 ・ 煙 道 0

排 気 管 1 4 1 2 1 9

電 気 機 器 4 5 1 1 2 13

電 気 装 置 2 1 1 4

電灯・電話等の配線 4 3 5 7 8 27

内 燃 機 関 0

配 線 器 具 3 2 4 4 2 15

火 あ そ び 2 3 4 1 10

マッチ・ライター 2 1 1 2 6

た き 火 3 2 1 1 1 8

溶 接 機 ・ 溶 断 機 2 2 3 1 8

灯 火 1 2 1 1 5

衝 突 の 火 花 2 2

取 灰 1 1

火 入 れ 0

放 火 5 9 9 6 4 33

放 火 の 疑 い 13 11 9 9 5 47

そ の 他 10 14 11 16 13 64

不 明 8 16 12 8 4 48

合 計 82 95 97 92 71 437

年別　　　　

　　　原因別
合計



8 1,485

11.2% 4.2%

6 419

8.5% 1.2%

6 1,311

8.5% 3.7%

20 3,215

28.2% 9.1%

9 10,566

12.7% 30.1%

5 1,636

7.0% 4.7%

8 689

11.3% 2.0%

22 12,891

31.0% 36.8%

17 18,402

23.9% 52.4%

2 265

2.8% 0.8%

6 291

8.5% 0.8%

25 18,958

35.2% 54.0%

4 42

5.6% 0.1%

4 42

5.6% 0.1%

71 35,106

100% 100%

5

2

1 4

1 2

2

東

消

防

署

本 署 7

中 山 出 張 所 2

（５）　署別火災概要

　　　　　　区分

 署別

火 災 種 別

負

傷

者

焼　損
床面積
（㎡）

建

物

林

野

車

両

船

舶

航

空

機

損 害 額 等

そ

の

他

合

計

861

焼　損
表面積
（㎡）

損害額
(千円）

死

　
者

2

1 1

2

4

高 谷 出 張 所 4 2

小 計 13 2 5 86 3

1 173
西

消

防

署

本 署 8

小 計

2

国府台出張所 3 2 91

大 洲 出 張 所 5 1

16 3

南

消

防

署

本 署 12

行 徳 出 張 所 1

5広 尾 出 張 所

小 計

1 3

61

7

114

3 271

4 118 62

3

18 3 11

北

消

防

署

本 署

2

2

3曽 谷 出 張 所 4

小 計 4 3

合 計 51 8 1512 475 68



１月 6 8.5% 1 0.2% 306 0.9%

２月 8 11.3% 0 0.0% 522 1.5%

３月 11 15.5% 171 36.0% 3,296 9.4%

４月 2 2.8% 0 0.0% 43 0.1%

５月 3 4.2% 0 0.0% 769 2.2%

６月 2 2.8% 0 0.0% 100 0.3%

７月 6 8.5% 9 1.9% 1,024 2.9%

８月 8 11.3% 13 2.7% 716 2.1%

９月 2 2.8% 124 26.1% 5,880 16.7%

10月 3 4.2% 0 0.0% 105 0.3%

11月 8 11.3% 76 16.0% 10,444 29.7%

12月 12 16.8% 81 17.1% 11,901 33.9%

合計 71 100% 475 100% 35,106 100%

（６）　月別火災件数・焼損床面積・損害額

火 災 件 数 損　　害　　額

（千円）

焼　損　床　面　積

（㎡）

　　　　区分
 月別

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

焼損床面積（㎡）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

損 害 額 （千円）

0

2

4

6

8

10

12

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

6 

8 

11 

2 

3 

2 

6 

8 

2 

3 

8 

12 
火 災 件 数



（７） 年別・町別火災件数　　　　

平成 平成 平成 令和 令和

２８年 ２９年 ３０年 元年 ２年

鬼 越 1 1 3 5

鬼 高 2 2 2 6

高 石 神 2 1 3

稲 荷 木 1 2 3

東 大 和 田 2 2 4

東 菅 野 1 2 1 3 7

南 八 幡 1 6 5 1 13

八 幡 1 3 4 8

北 方 1 1 2

中 山 1 2 1 4

北 方 町 1 1 2

本 北 方 2 1 5 1 9

若 宮 2 2 2 1 5 12

上 妙 典 3 3

高 谷 3 2 1 2 8

高 谷 新 町 1 1 1 3

田 尻 3 4 2 2 1 12

原 木 3 3 2 3 11

東 浜 1 1 2

二 俣 1 7 3 1 1 13

二 俣 新 町

市 川 1 4 2 5 2 14

市 川 南 1 2 3 1 4 11

新 田 1 1 3 2 2 9

菅 野 2 1 3 6

須 和 田

平 田 1 1 1 3

真 間 3 2 1 6

国 府 台 1 2 1 1 5

堀 之 内 1 1 2 4

北 国 分 1 1 2 4

国 分 4 1 2 1 8

中 国 分 1 1 1 3

大 洲 3 1 1 4 9

大 和 田 2 1 2 5

相 之 川 4 2 1 5 4 16

新 井 2 2 2 6

入 船 1 1

押 切

欠 真 間 2 1 2 1 6

合 計

東
消
防
署

　　　　　　年別
　町別

西
消
防
署

南
消
防
署



平成 平成 平成 令和 令和

２８年 ２９年 ３０年 元年 ２年

香 取 2 1 1 4

行 徳 駅 前 2 7 5 4 18

幸 2 2

塩 浜 2 2 6 4 1 15

島 尻 1 1

末 広 2 2 1 5

宝 1 1

千 鳥 町 1 2 1 4

新 浜 1 1

日 之 出 1 1 2

広 尾 1 2 3

福 栄 3 2 3 8

湊 1 1

湊 新 田 2 3 2 7

南 行 徳 4 1 3 1 1 10

伊 勢 宿 1 1 1 3

加 藤 新 田 1 1 1 3

河 原

塩 焼 1 2 3 6

下 新 宿 1 1

下 妙 典

関 ヶ 島

高 浜 町 1 1

富 浜 3 4 7

本 行 徳 1 3 3 1 8

本 塩 1 1

妙 典 4 2 2 1 2 11

稲 越 1 1

大 野 町 5 6 6 3 20

大 町 2 3 4 9

柏 井 町 3 2 2 7

下 貝 塚 2 1 1 1 5

曽 谷 2 2 3 2 9

東 国 分 1 1 2

奉 免 町

南 大 野 1 1 3 5

宮 久 保 1 3 3 2 1 10

82 95 97 92 71 437

南
消
防
署

北
消
防
署

合 計

合 計
　　　　　　年別
　町別



（８）発火源・経過区分別火災件数

電
熱
器

電
気
機
器
・
装
置

電
気
配
線
･
器
具

漏
電
に
よ
る
発
熱

静
電
ス
パ
ー

ク

そ
の
他

都
市
ガ
ス
の
設
備

プ
ロ
パ
ン
ガ
ス
の
設
備

油
を
燃
料
と
す
る
設
備

明
か
り

そ
の
他

5 2 10 1 10 1 3 1

1 漏電・短絡・混触する、半断線等 7 6 1

2 過多の電流を流す、スパークする 1 1

3 接触部が過熱する、絶縁劣化による発熱等 3 1 2

4 爆発する、反応が急激に起こる

5 異物混入発熱、噴出する、引火する 4 2

6 自然発火する、薬品類の混触等

7 可燃物が沸騰

8 再燃する、余熱で発火する 1

9 摩擦による発熱、輻射を受けて発火 3 1

10 高温物が触れる、伝導過熱する等 4 1 1 2

11 可燃物が転倒、落下する

12 可燃物が接触する 3 2 1

13 火種がこぼれる

14 炭火、火の粉、火花が飛ぶ 3

15 火源が転倒、落下する 5 1 1

16 火源が接触する、その他 2 1

17 火源が破損、腐食する

18 機械の故障、構造が不完全等 1 1

19 火源・着火物の漏えい、容器の破損・腐食等 4 1 1

20 意図なしにスイッチが入る等 1 1

21 考え違いにより使用を誤る

22 不適当なところに捨て置く 9 1

23 放置する、忘れる 4 4

24 本来の用途以外の不適の用に用いる

25 残火処置が不十分、可燃物と共にしまう等 1

26 交通事故、天災地変

27 放火（疑い含む） 9

28 火遊び 1

29 放火（疑い含む）、火遊び以外で火をつける 1

不 明 30 不明

化学的原因で
発火する

11
電気的原因で

発火する

　　　　　　　　　　　　　　　発　　　火　　　源

　　　　経　　　　　過

電気による発熱体 ガス・油設備

合
　
計

合　　計
15

71

その他

熱的原因で
発火する

火源あるいは
着火物が運動
により接触す

る

11

材質や構造の
不良

使用方法の
不良

4

13

5

15

4

18

8



炭
・
ま
き
に
よ
る
も
の

石
炭
燃
料
の
設
備

そ
の
他

裸
火

た
ば
こ
・
マ
ッ

チ

火
の
粉

火
花

そ
の
他

高
温
気
体
で
熱
せ
ら
れ
た
も
の

摩
擦
に
よ
り
熱
せ
ら
れ
た
も
の

高
温
固
体

そ
の
他

自
然
発
火
物

再
燃

レ
ン
ズ

そ
の
他

火
薬
類

酸
化
性
気
体

酸
化
性
液
体

酸
化
性
固
体

そ
の
他

9 11 1 3 1 2 1

1

2

3

4

5 1 1

6

7

8 1

9 2

10

11

12

13

14 1 1 1

15 1 2

16 1

17

18

19 1 1

20

21

22 2 6

23

24

25 1

26

27 3 1 5

28 1

29 1

30 4

そ

の

他

危 険 物 品

不

明

10

炭・まき

天

災

自然発火等高温の固体火 種

424
合計

  発火源

　経過



（９） 時間別火災件数・焼損床面積・損害額

焼損床面積 損 害 額

（㎡） （千円）

0時～3時 6 0 203

3時～6時 2 11 541

6時～9時 5 63 10,877

9時～12時 9 32 4,832

12時～15時 11 80 2,027

15時～18時 12 143 8,559

18時～21時 16 9 1,194

21時～24時 10 137 6,873

合　計 71 475 35,106

区分
 時間別

火 災 件 数

0時～3時

8%

3時～6時

3%

6時～9時

7%

9時～12時

13%

12時～15時

15%
15時～18時

17%

18時～21時

23%

21時～24時

14%

火災件数71件

0 11 
63 

32 
80 

143 

9 

137 

0
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700

800
焼損床面積（㎡）

203 541 

10,877 

4,832 

2,027 
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6,873 

0

2,000

4,000

6,000

8,000
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時間別火災件数



8 8
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9

7

13

15

0

2

4

6

8
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16

日 月 火 水 木 金 土

（10）曜日別火災件数

19

12

0
1

0
2

1

11

4

0
1

2

15
16

88

11

1

5

0 1
2

10

1
2

1

3

9

13

4

0
2
4
6
8

10
12
14
16
18
20

た
ば
こ

こ
ん
ろ

炉
・か
ま
ど

ス
ト
ー
ブ

こ
た
つ

ボ
イ
ラ
ー
・排
気
管

電
気
機
器
・装
置

電
気
配
線
・器
具

火
あ
そ
び

マ
ッ
チ
・ラ
イ
タ
ー

た
き
火

灯
火
・火
花

放
火
（疑
い
含
む
）

そ
の
他

不
明

令和元年 令和２年

（11）原因別火災件数
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